様式第１号（第４条関係）
年　　月　　日
産業未来共創資金（大型投資）融資対象認定申請書
　鳥取県知事　様

　

申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
   代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　
１　借入の概要
	金額
	　　　運転資金：　　　　　　　　　　　　　千円

	
	　　　設備資金：　　　　　　　　　　　　　千円

	
	　　　合　　計：　　　　　　　　　　　　　千円

	借入区分
	新設　　　　　・　　　　　増設

	融資希望金融機関
	

	借入期間
	年　　月から　　年　　月まで


（注）借入区分は該当するものを○で囲むこと。
２　企業の概要
	名称
	

	本社所在地
	（電話　　　　　　　　　　）

	法人設立時期(操業時期)
	年　　　月（　　　年　　　月）

	資本金
	　　　　千円

	事
業
内
容
	主な生産(売上)品目
	金額(年間)
	従
業
員
数
	職　　　　員　　　　名
工員（店員）　　　　名
臨　　　　時　　　　名

	
	
	千円
	
	

	事
業
用
設
備
	敷地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡（内借地　　　　　　　　㎡）
工場又は倉庫　　　　　　　　　　　　　　棟　　　　　㎡（内借家　　　棟）
主要機械設備


	事
業
実
績
	最近３か年の実績
	売　上  高
	当 期 利 益
	償  却  額
	備    考

	
	年　月～　月　日
	千円
	千円
	千円
	

	
	年　月～　月　日
	
	
	
	

	
	年　月～　月　日
	
	
	
	

	金
融
機
関
取
引
状月
　末
　現
　在
	金融機関名
	定期性
預  金
	要求払
預  金
	計
	商手関係
借 入 金
	短  期
(単名)
借入金
	長  期
借入金
	計
	長期
借入金の月返済額

	
	
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３　立地計画の概要
　（１）貸付対象事業の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（２）貸付対象事業の実施場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（３）生産計画
	生産品目名
提供サービス名等
	生産等・売上計画（最終目標年度の１年間分）
	摘要

	
	生産数量等
	売上額
	最終目標年度
	

	
	
	百万円

	
	


　（４）雇用計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	区　　分
	実施前（Ａ）
	実施後（Ｂ）
	増減（Ｂ－Ａ）
	摘　要

	雇用者数
	
	
	
	


（注）雇用者数は、常時雇用労働者と高年齢常時雇用労働者の合計数とすること。
　

（５）付加価値計画
	区分
	実施前
[　年　月期]
	事業完了の前年度
[　年　月期]
	事業完了年度
[　年　月期]
	１年後
[　年　月期]
	２年後
[　年　月期]

	売上高(相当)
	
	
	
	
	

	営業利益(相当)　　①
	
	
	
	
	

	人件費(相当)　　　②
	
	
	
	
	

	減価償却費(相当)　③
	
	
	
	
	

	付加価値額　④＝①＋②＋③
	
	
	
	
	

	伸び率(％・年)
	
	
	
	
	

	算定基礎人数(人)　⑤
	
	
	
	
	

	１人当たり付加価値額
⑥＝④／⑤
	
	
	
	
	

	伸び率(％・年)
	
	
	
	
	

	備考
	
	
	
	
	


（注）①　表中「実施前」欄には、対象事業開始予定日の属する事業年度の前年度期末決算（実績又は見込み）を記載すること。
②　算定基礎人数は、当該期末の常時雇用労働者及び高年齢常時雇用労働者の合計数とすること。
③　付加価値の伸び率は、小数点以下第２位を四捨五入した値とすること。
（６）運転資金の使途概要
	区　　分
	金　　額
	積算内訳

	人件費
	
	

	その他経費
	
	

	計
	
	


　（７）設備投資計画の概要
	区分
	数量
	単価
	金額
	備考

	土地
	
	
	千円
	

	建物
	
	
	
	

	建物付属設備
	
	
	
	

	構築物
	
	
	
	

	機械装置
	
	
	
	

	その他償却資産
	
	
	
	

	移設費等
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


　　　工　　期　　着工　　　年　　月　　日～完了　　　年　　月　　日
　（８）資金調達計画
	金融機関名
	金　　　額
	備　　　　　考

	政府系金融機関
（　　　　　　　　　）
	千円
	

	政府系金融機関
（　　　　　　　　　）
	
	

	産業未来共創資金
	
	

	地域総合整備資金
	
	

	そ
の
他
	
	
	

	
	
	
	

	
	小　　計
	
	

	自　　己　　資　　金
	
	

	計
	
	


（注）政府系金融機関の欄の（　　）に金融機関名を記入すること。
（添付書類）

（１）産業未来共創補助金の認定通知書の写し（２）直近の決算報告書（３）納税証明書
（４）見積書、契約書又は所要経費の積算資料等、融資対象経費の根拠となるものの写し
（５）実施前の労働者名簿の写し（増設の場合）
　　注　氏名を自署する場合には、押印を省略することができる。

様式第３号（第７条関係）

繰　上　償　還　等　に　関　す　る　特　約　書

　　年　　月　　日

　取扱金融機関　御中

住　　　所

借　　　主　　　　　　　　　　　　　　　　　印

住　　　所

連帯保証人　　　　　　　　　　　　　　　　　印

住　　　所

連帯保証人　　　　　　　　　　　　　　　　　印

住　　　所

連帯保証人　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　借主及び連帯保証人は、　　年　　月　　日付け金銭消費貸借契約に基づき　　　　　　から借り入れた金　　　　　　円について、鳥取県産業未来共創資金（大型投資）制度要綱第７条第２項の規定に基づき次のとおり特約します。

　借主が鳥取県産業未来共創資金（大型投資）制度要綱第１１条第１項各号のいずれかに該当することとなった場合は、貴行（金庫、組合）からの請求により、借入金の全部又は一部を繰上償還するとともに、県が取扱金融機関に行った補助相当額を返済します。

様式第４号（第１２条関係）

　　年　　月　　日

鳥取県知事　様

所 　在 　地

企　 業　 名

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

産業未来共創資金（大型投資）融資対象に係る事業完了報告書

　　　年　　月　　日付第　　　　　号で認定のあった融資対象事業が完了しましたので、鳥取県産業未来共創資金（大型投資）制度要綱第１２条第１項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　融資対象事業の名称

２　工場等立地所在地

３　融資状況

	融資金融機関名
	融資実行年月日
	融資金額（千円）

	
	　　年　　月　　日　
	

	
	　　年　　月　　日　
	

	
	　　年　　月　　日　
	

	計
	


４　融資対象経費

（１）運転資金
	区　　分
	金　　　額
	支出内容

	人件費
	
	

	その他経費
	
	

	計
	
	


（２）設備資金
	施設設備名
	数量又は面積
	単　価
	金　額
	着工年月日
	完了年月日

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	


　（添付書類）

　　（１）工場等の概要を明らかにした書類及び図面

　　（２）融資対象経費を証する契約書及び領収書等の写し

　　（３）融資対象事業認定通知書の写し
注　氏名を自署する場合には、押印を省略することができる。
様式第５号（第１２条関係）

　　年　　月　　日

鳥取県知事　様

所 　在 　地

企　 業　 名

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

産業未来共創資金（大型投資）融資対象事業に係る操業開始報告書

　　　年　　月　　日付第　　　　　号で認定のあった融資対象事業に係る操業を開始しましたので、鳥取県産業未来共創資金（大型投資）制度要綱第１２条第２項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　融資実行日　　　　　　年　　月　　日

２　操業開始日　　　　　　年　　月　　日

注　氏名を自署する場合には、押印を省略することができる。

様式第６号（第１２条関係）

　　年　　月　　日

鳥取県知事　様

所 　在 　地

企　 業　 名

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

産業未来共創資金（大型投資）融資対象事業に係る雇用状況等報告書

年　　月　　　日付第　　　　　号で認定のあった融資対象事業に係る雇用状況について、鳥取県産業未来共創資金（大型投資）制度要綱第１２条第３項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　投資完了日　　　　　　年　　月　　日

２　雇用状況について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	区　　分
	実施前（Ａ）
	実施後（Ｂ）
	増減（Ｂ－Ａ）
	摘　要

	雇用者数
	
	
	
	


３　付加価値計画
	区分
	実施前
[　年　月期]
	事業完了の前年度
[　年　月期]
	事業完了年度
[　年　月期]
	１年後
[　年　月期]
	２年後
[　年　月期]

	売上高(相当)
	
	
	
	
	

	営業利益(相当)　　①
	
	
	
	
	

	人件費(相当)　　　②
	
	
	
	
	

	減価償却費(相当)　③
	
	
	
	
	

	付加価値額　④＝①＋②＋③
	
	
	
	
	

	伸び率(％・年)
	
	
	
	
	

	算定基礎人数(人)　⑤
	
	
	
	
	

	１人当たり付加価値額
⑥＝④／⑤
	
	
	
	
	

	伸び率(％・年)
	
	
	
	
	

	備考
	
	
	
	
	


（注）①　表中「実施前」欄には、対象事業開始予定日の属する事業年度の前年度期末決算（実績）を記載すること。
②　算定基礎人数は、当該期末の常時雇用労働者及び高年齢常時雇用労働者の合計数とすること。
③　付加価値の伸び率は、小数点以下第２位を四捨五入した値とすること。
　（添付書類）

　　（１）産業未来共創補助金交付決定及び交付額確定通知書の写し
（２）実施後の労働者名簿の写し
注　氏名を自署する場合には、押印を省略することができる。
